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Ａ．研究目的

高齢化の進行を背景に、救急医療体制の需要

は今後も増加が予想されているが、救急医療体

制はその需要に追い付いていない現状がある。

その傾向は新型コロナウイルス感染症拡大に

よる救急医療のひっ迫によって、より顕著にな

った。救急医療の体制を確実にするために、よ

り効率的な医療体制を構築する必要がある。そ

のため現状の課題を把握し、その課題の解決法

を検討し、救急医療体制の強化をして行くこと

を研究目的とする。

研究要旨：高齢化の進行を背景に、救急医療体制の需要は今後も増加が予想されているが、

救急医療体制はその需要に追い付いていない現状がある。その傾向は新型コロナウイルス感

染症拡大による救急医療のひっ迫によって、より顕著になった。救急医療の体制を確実にす

るために、より効率的な医療体制を構築する必要がある。そのため現状の課題を把握し、そ

の課題の解決、体制強化をして行くことを研究目的とする。研究目的を達成するために 7つ

の研究課題を 3分野（病院前医療、救急医療機関、救急医療に関わる人材）に分類して研究

を進めた。すなわち、「病院前医療」は①ドクターカーと消防機関の救急業務との効率的・効

果的な連携、②救急搬送困難事例の現状分析、「救急医療機関」は③二次救急医療機関の評価

と役割分析、④救命救急センターの現状と評価、⑤新型コロナウイルス感染症への救急医療

機関の対応、「救急医療に関わる人材」は⑥救急医療に関わる医師の働き方、⑦救急救命士と

救急処置に関する研究とし、それぞれの現状と課題を明らかにした。これらの結果を踏ま

え、今後は実証を含んだ検討を行う必要がある。
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Ｂ．研究方法

研究目的を達成するために研究班体制は救

急医療の第一人者であり、かつ救急医療の現場

で活躍していただいている8名の専門家を分担

研究者として組織し、研究代表者である横田裕

行が研究統括を行った。分担研究者のそれぞれ

の研究課題を3分野（Ⅰ：病院前医療の課題、Ⅱ：

救急医療機関の課題、Ⅲ：救急医療に関わる人

材の課題）に分類して研究を進めた。この3分野

をさらに計7つの視点に分類し、研究を行った。

すなわち、「Ⅰ：病院前医療の課題」は①ドク

ターカーと消防機関の救急業務との効率的・効

果的な連携（高山班、野田班）、②救急搬送困

難事例の現状分析（中田班、横堀班）、「Ⅱ：

救急医療機関の課題」は③二次救急医療機関の

評価と役割分析（丸橋班）、④救命救急センタ

ーの現状と評価（坂本班）、⑤新型コロナウイ

ルス感染症への救急医療機関の対応（横堀班）、

「Ⅲ：救急医療に関わる人材の課題」は⑥救急

医療に関わる医師の働き方（織田班）、⑦救急

救命士と救急処置に関する研究（田邉班）から

それぞれの現状を令和５年度は前年度に引き

続き明らかにした。なお、研究班体制に関して

は資料１―１、資料１－２に示す。

（倫理面への配慮）

研究班として初年度である今年度は過去の

研究や文献から研究を行う場合もあり、各研究

分担者の判断から各々の施設で必要に応じて

倫理審査を行った。

Ｃ．研究結果

Ⅰ：病院前医療の課題

① ドクターカーと消防機関の救急業務との

効率的・効果的な連携（高山班、野田班）

ドクターカーの運用が増加傾向にある中、全

国のドクターカーの実態を明らかにすること

を検討目的とした。全国のドクターカー運用施

設を対象にその運用実態をWeb によるアンケ

ートで調査し、経年的に行っている調査結果と

比較した。アンケートは年間出動件数、運用日

と運用時間帯、ドクターカー出動時の看護師や

特定看護師、救急救命士へのタスクシフトの現

状、ドクターカーに搭載している医療資器材の

詳細を確認する設問とした（資料２－１，資料

２－２，資料２－３、資料２－４）。

なお、本研究班のアンケートは全国ドクター

カー協議会が、厚労省の委託を受けて進めてい

る事業でのアンケートの設問と重複しないよ

うに調整をした。

全国のドクターカー運用施設を対象にその

運用実態をWeb アンケートで調査し、164施設

から回答を得た。アンケート設問は主として年

間救急車受入件数、年間出動件数、運用形態（病

院車運用、ワークステーション方式、ピックア

ップ方式）運用日と運用時間帯、運用の課題、

ドクターカー出動時の看護師や特定看護師、救

急救命士へのタスクシフトの現状、ドクターカ

ーに搭載している医療資器材の詳細を確認す

る設問とした。

ドクターカーを運用しているのは104施設

（62.2％）であった。それらの中で、運用時間

帯に関する回答では24時間運用19施設（18.2％）

で、毎日運用しているが24時間体制ではない57

施設（55.8％）が最も多かった。24時間運用で

きない理由としては医師の確保困難（68施設）、

看護師確保困難（55施設）、運転手確保困難（46

施設）であった。同乗する看護師、特定看護師

へタスクシフトした具体的な業務は「脱水時の

輸液」「抗けいれん薬の投与」等であった。救

急救命士へのタスクシフトは「静脈路確保」「気

道確保」「薬剤投与」等であった。

➁救急搬送困難事例の現状分析（中田班、横堀

班）

・中田班

全国723消防本部を対象に2023年10月27日か
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ら同年12月1日にアンケート調査を行った。各

消防本部に対し、電子メール及び書面を送付し

回答を依頼した。回答は主にインターネット上

のアンケートフォームへの記入としたが、一部

書面での提出を希望した消防本部からは回答

をメールにて送付していただいた（資料３－１，

資料３－２，資料３－３）。

昨年度のアンケート調査では消防本部が所

管する人口に比例して救急搬送困難事例数が

増加していることを明らかにしたが、今年度は

新型コロナウイルス感染症が感染症法の5類相

当になった前後の状況を把握した。搬送困難事

例の対象期間は新型コロナウイルス感染症が

感染症法上の2類相当であった2022年12月の1

カ月間、2023年3月の1カ月間、及び5類に移行し

た時期である2023年5月の１カ月間とした。

各消防本部の所管人口や用いている「救急搬

送困難事案」の定義など基礎的なデータに加え

て、全搬送件数や搬送困難事案件数、各消防本

部における救急搬送件数100件あたりの救急搬

送困難事案件数である救急搬送困難割合に関

して各対象期間ごとに調査を行い、その結果を

集計した。調査対象期間としては、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大の影響を評価する

ため、全国の新規感染者数の推移を元に①感染

拡大期：2022年12月1日から12月31日、②感染縮

小期：2023年3月1日~2023年3月31日、③５類感

染症移行期：2023年5月1日~5月31日の３つの期

間を設定した。

その結果、全723消防本部を対象に、①感染拡

大期、②感染縮小期、③５類感染症移行期の３

つの期間に関して救急搬送等についてのアン

ケート調査を行った。532の消防本部から回答

が得られた（回答率73.6%）。救急搬送困難事案

に関しては94.3％の消防本部が総務省消防庁

と同じ定義を用いていた。救急搬送件数は①感

染拡大期に最も多く、次いで③５類感染症移行

期、②感染縮小期の順となった。救急搬送困難

事案件数は①感染拡大期に最も多く、次いで②

感染縮小期、③５類感染症移行期の順となった。

いずれも大きな地域差がみられた。

・横堀班

東京都における新型コロナウイルス感染拡

大が救急医療体制に与えた影響について昨年

度に引き続き検討をした。昨年度は新型コロナ

ウイルス感染拡大の中で、東京都の救急医療機

関の応需率等への影響に関する検討を行った。

その結果、第1波から第7波にかけて、感染拡大

の小康時にも選定困難事例が徐々に増えてい

る問題を統計的に明らかにした。今年度は東京

都で公表されているデータをから、医療機関の

選定困難事例がどのような傾向になっている

かを検討した。

具体的には東京都における新型コロナウイ

ルス感染拡大の第1波から第８波、そして新型

コロナウイルス感染症が感染症法上の5類相当

になった後の感染拡大である第9波での東京都

における救急患者の選定困難事例を検討した。

その結果、統計上第1波から第9波にかけて新型

コロナウイルス感染非拡大期においても選定

困難事例が増加していることが明らかとなっ

た。すなわち、東京都においては新型コロナウ

イルス感染拡大が収束しても、選定困難事例が

一定以上発生している現状が明らかとなり、そ

の傾向は経時的にむしろ拡大していることが

明らかとなった（資料４）。

Ⅱ：救急医療機関の課題

② 二次救急医療機関の評価と役割分析（丸橋

班）

2次救急医療機関の評価に関して検討してい

る。昨年度は様々な評価指標を検討し、４地域

で２次救急医療機関の評価をした。その結果、

今年度は量的指数として救急車の受け入れ件

数が最も適切と結論した。すなわち当該医療機
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関に救急搬送された患者数を分子として、地域

における救急受け入れのカバー率を算出し、そ

のカバー率をスコア化しカバースコアとした。

カバースコアと研究班がこれまで提案してき

た自己チェックリストの点数を合わせたもの

を救急医療指数と定義した。前年度は救急医療

指数をパイロット的に４地域で評価をしたが、

今年度はその範囲を全国に広げて検討をして

いる。現在鹿児島県から報告を受けていないが、

全国で約1000医療機関のデータが集積されて

いる（資料５）。

なお、脳神経外科や整形外科等の単科対応の

二次救急医療施設に関してはどのように評価

するかという他の研究分担者からの質問に対

しては、上記のように同様に評価することを考

えているが、グラフ内で色を付ける等の工夫で

視覚化し、判別ができるようにした。

③ 救命救急センターの現状と評価（坂本班）

救命救急センター充実段階評価についての

検討を行った。研究班では救命救急センター充

実段階評価の項目について以下の2つの大きな

視点から検討をしている。一つ目は充実段階評

価の改定案の検討、二つ目は救命救急センター

の現状と評価である。改定案に関しては具体的

な項目を提案することを今年度は検討した（資

料６―１、資料６－２）。その際、厚労省の第

8次医療計画に向けての救急災害医療体制等に

関するワーキンググループでの意見は基本的

に盛り込む方針で検討した。また、救命救急セ

ンター長へのアンケート結果を踏まえた項目

も検討した（資料６－３）。具体的には薬剤師

や医師事務作業補助者が「常時」必要か、自殺・

自傷の登録等が議論となっている。また、新規

評価項目として①大量輸血の整備や外傷外科

医の配置等の重症外傷に対する診療体制、②救

急外来における専従看護師の配置、③充実段階

評価のpeer reviewや日本医療機能評価機構、

ISO、JCIによる第3者評価、④日本外傷データバ

ンクだけではなく、例えば前述の自殺・自傷の

登録等診療データ登録などを加える議論がな

された。

④ 新型コロナウイルス感染症への救急医療

機関の対応（横堀班）

前述Ⅰ―②の記載と同様

Ⅲ：救急医療に関わる人材の課題

⑤ 救急医療に関わる医師の働き方（織田班）

全国の救命救急センター(高度含む)、救急科

プログラム基幹施設を対象に調査期間

2023/7/1～9/30の間に、2023年6月のⅠ月間の

状況につき、施設ごとに、診療体制と実績に関

する設問と、専任(常勤)・非常勤・他部門医師

の医師ごと個別の救急労務状況について尋ね

た。この結果に基づいて救急領域の業務内容と

運用、現状の交代制勤務体制、タスクシフトの

可能性につき考察を行った

その結果、20～40代で約半数が45時間/月以

上の超過勤務を行っており、それ以上の世代で

も長い勤務が見られた。オンコール体制は8割

の施設で運用されていたがうち65%では自主待

機扱いとなっていた。特定看護師あるいはNPの

配置されている施設は約半数で、それ以前に、

夜勤帯での救急初療部門への看護師配置は1名

あるいは2名の施設が4分の1を超えていること

が明らかとなった。

⑥ 救急救命士と救急処置に関する研究（田邉

班）

医療機関に勤務する救急救命士が医師の働

き方改革の中での位置付けについて検討し、昨

年度は２次救急医療機関294施設、３次救急医

療機関201施設における救急救命士の雇用状況

について調査したが、今年度は厚生労働省の

「救急医療提供体制の現況調べ」のデータを用

いて、救命救急センター285施設と二次救急医
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療機関3,333施設を対象に、救急救命士の雇用

率、施設あたりの雇用者数、医師・看護師の雇

用者数との相関、救急車受入台数との関連を統

計的に分析した。

その結果、救命救急センターの32%、二次救
急医療機関の7%が救急救命士を雇用しており、
雇用率は都道府県間で差があり、民間施設で高
かった。救急救命士を雇用する医療機関は、そ
うでない医療機関と比べて救急車の受入台数
が多く、救急救命士の雇用者数と救急車受入台
数の間には正の相関がみられた（資料７－１）。

Ｄ．考察

高齢化の進行を背景に、救急医療体制の

需要は今後も増加が予想されているが、救

急医療体制はその需要に追い付いていない

現状がある。その傾向は新型コロナウイル

ス感染症拡大による救急医療のひっ迫によ

って、より顕著になった。そのため社会イ

ンフラの一つと言われている救急医療の現

状の課題を把握し、その課題の解決、体制

強化をして行くことは喫緊の課題である。

本研究班はこれらの課題を解決するために7

つの課題を3分野（病院前医療、救急医療機

関、救急医療に関わる人材）に分類して研

究を進めた。すなわち、「病院前医療」は

①ドクターカーと消防機関の救急業務との

効率的・効果的な連携、②救急搬送困難事

例の現状分析、「救急医療機関」、③二次

救急医療機関の評価と役割分析、④救命救

急センターの現状と評価、⑤新型コロナウ

イルス感染症への救急医療機関の対応、

「救急医療に関わる人材」は⑥救急医療に

関わる医師の働き方、⑦救急救命士と救急

処置に関する研究とした。これらの課題と

その解決を検討するために。研究班全体と

して計3回の班会議を開催した（資料８―１

～資料８―１０）。

Ⅰ：病院前医療の課題

① ドクターカーと消防機関の救急業務との

効率的・効果的な連携（高山班、野田班）

ドクターカーの中で病院車運用方式の推移

をみると、平成27年度77施設（61.1%）、令和3

年度84施設（80.8%）、令和4年度90施設（79.6%）

と変化し、約8割まで増加してきている。救急車

型は44.2%、57.1%、61.1%と約6割になっており、

ラピッド・レスポンス・カー型は37.7%、57.1%、

56.7%と増加し、救急車型の比率に近づきつつ

ある。出動件数では、約2割の施設が半年間で25

件以下と、一部の地域では消防からの出動依頼

が少ない実態もあったが、当時のCOVID-19によ

る運休やマンパワー不足による影響も考慮す

る必要がある。MC協議会での検証は平成27年度

46.8%、令和3年度60.7%、令和4年度63.3%と増加

しており、地域との連携が高まってきており、

消防救急車との役割分担は75.2%で協議されて

いるが、約1/4の施設では未連携のため令和４

年に設立された全国ドクターカー協議会と本

研究班の連携も考慮したい。また、今後は同乗

する医師への教育や同乗スタッフへの教育、そ

の方法と評価、メンタルケアに関する実態も明

らかにする必要性があると考えている。

② 救急搬送困難事例の現状分析（中田班、横

堀班）

・中田班

近年、救急搬送困難事案件数は増加しており

解決すべき課題の1つである。今回の検討では、

新型コロナウイルス感染症の感染縮小にあわ

せて救急搬送困難事案件数が減少していたこ

とが明らかとなった。一方、感染縮小期におい

ても新型コロナウイルス感染症流行前に比べ

救急搬送困難事案割合が増加している地域も

みられ、地域差を生む原因の調査が必要と考え

られた。

・横堀班
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計算上新型コロナウイルス新規陽性者が0に

なった際の搬送困難事案件数が、今回の研究の

結果として増加していることが明らかになっ

た。東京都においては新型コロナウイルス感染

拡大の中で、感染が収束した場合でも救急車の

応需能力が低下している可能性が示唆された

（資料３）。

これらの結果は、新型コロナウイルス感染拡

大を契機に、東京都における救急医療体制が脆

弱化していることを示しており、今後はその原

因を検討する必要があると考え、その解決策も

含めて次年度以降の検討課題とすべきと考え

ている。

Ⅱ：救急医療機関の課題

③ 二次救急医療機関の評価と役割分析（丸橋

班）

二次救急医療機関は地域特性が顕著であり、

救命センター充実段階評価のような全国一律

のスケールでは、その評価をすることは困難で

ある。研究分担者の過去の研究から二次救急医

療機関においては改訂した自己チェックリス

ト、医師数、救急車受入台数、輪番日数などの

項目による現況調からの指標、さらに地域性、

病院機能（単科病院or総合病院）を踏まえた量

的指標を考慮する必要性が示された。地域性を

考慮する際には、医療圏ごとに解析し、量的指

標をスコア化することを検討してきた。その結

果、対象地区の救急搬送件数を分母として、当

該医療機関に救急搬送された患者数を分子と

して、地域における救急受け入れのカバー率を

算出し、そのカバー率をスコア化しカバースコ

アとし、研究班がこれまで提案してきた自己チ

ェックリストの点数を合わせたものを救急医

療指数と定義した。令和４年度は救急医療指数

をパイロット的に４地域で評価をしたが、今年

度はその範囲を全国約1000地域に拡大して検

討した。に広げて検討をした。また、以前より

脳神経外科や整形外科等の単科対応の二次救

急医療施設に関してはどのように評価するか

という課題に対しては、同様な評価することに

加えて、評価の際にはグラフ内で色を付ける等

の工夫で視覚化し、判別ができるような工夫を

行った。

④ 救命救急センターの現状と評価（坂本班）

現在使用されている救命救急センター充実

段階評価については以前から日本救急医学会

診療の質評価委員会と連携して検討を行って

きた。救命救急センターがどのような役割を担

うべきかを中心に評価項目を検討してきたが、

前回の改訂から5年が経過するが、新型コロナ

ウイルス感染拡大に影響で、改訂が遅れていた

事情がある。研究班としては引き続き、救命救

急センターの充実度を評価する重要な項目を

前述の結果に示すように検討した。

今後の課題に関しては、例えば現在の評価項

目の中で、不必要、あるいは相応しくない項目

に関する検討や循環器科等々、様々な診療科医

師が24時間体制で勤務していることに関する

評価がされている現在の評価項目を、医師の働

き方改革の中で、今後はどのように評価してい

くか、また前述の自殺・自傷の登録等診療デー

タ登録の意義と位置付けに関する検討も必要

であるとの指摘も存在する。坂本班として自殺

企図による外傷等で救命救急センターに搬送

される患者は救命されて退院した後に再企図

がある場合が少なからず存在するので、それを

回避するための観点からもレジストリーは重

要である認識がなされているが、救命救急セン

ター充実段階評価の加点項目としての位置づ

けにさらに議論が必要と考えられた。

⑤ 新型コロナウイルス感染症への救急医療

機関の対応（横堀班）

前述Ⅰ：②の記載と同様
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Ⅲ：救急医療に関わる人材の課題

⑥ 救急医療に関わる医師の働き方（織田班）

救急需要が増大する中、救急を含む常時勤務

の診療科では対応に特に苦慮しているがかと

いってタスクシフトの推進は道半ばで、さらに

は働き方改革以降の地域への救急支援減が懸

念点である。救急医療に関わる医師の直接診療

業務に対して交代制やタスク・シフティングで

軽減を図ったとしても，院内各部署との調整，

重症者の転院転送調整，地域の救急医療や病院

前診療にかかわるメディカルコントロール体

制への関与や，災害準備・対応，院内急変対応

などにも多くのエフォートを費やしている医

療機関が多い。業務全体の洗い出しを行ったう

えでその軽減やタスクシフト／シェアに着手

しなければならない。また、宿日直許可はあく

まで緊急避難的なものである。人員不足は夜間

の勤務が夜勤ではなく全て当直と扱われてい

た旧時代の定員のまま今に至っており、この是

正（増員）とそのためのコストの担保が必要と

考えられた。

⑦ 救急救命士と救急処置に関する研究（田邉

班）

救急救命士の雇用が救急医療体制の充実に

寄与している可能性が示唆されたが、医療機関

の規模や職員数など他の要因の影響も考えら

れるため、因果関係の特定には追加研究が必要

である。今後、救急救命士の雇用がさらに進み、

救急医療の質の向上に貢献することが期待さ

れる。

Ｅ．結論

研究を進めるに際して、適宜研究班を開催

し、各研究分担者における進捗状況と課題に

ついての情報共有がなされた（資料８－１～

資料８－１０）。新型コロナウイルス感染拡

大がほぼ終息した今年度おける救急医療の課

題を検討した。病院前医療や救急医療機関、

人材確保の視点から新型コロナウイルス感染

拡大が救急医療に与えている課題を把握する

ことができた。具体的には、救急医療機関の

課題として③二次救急医療機関の評価と役割

分析、④救命救急センターの現状と評価、⑤

新型コロナウイルス感染症への救急医療機関

の対応の検討を行った。

同時に、上記の現状を踏まえた病院前医療

の課題として①ドクターカーと消防機関の救

急業務との効率的・効果的な連携、②救急搬

送困難事例の現状分析をおこなった。

さらに、救急医療に関わる人材の課題であ

る⑥救急医療に関わる医師の働き方、⑦救急

救命士と救急処置に関する研究で課題抽出を

した。そして、次年度以降はこれらの課題解

決に向けた検討を行うこととする。

Ｆ．健康危険情報
なし

Ｇ．研究発表

１）論文発表

【横田裕行】

1. 横田裕行：病院救急救命士のリアル、法改

正後の救急救命士への期待. 救急医学

Vol.47, No.5 P492-P496,2023

2. 横田裕行、大石義一郎、新井悟、織田順：

医療における法律の位置づけ. 日本医

師会雑誌 第152巻第1号ｐ5～p14

3. Maahiro Yasaka, Hiroyuki Yokota, 

Michiyasu Suzuki,  Hideyasu Asakura, 

Teiichi Yamane, Yukako Ogi, Takaaki 

Kimoto, Daisuke NakayamaIdarucizumab 

for Emergency Reversal of the 

Anticoagulant Effects of Dabigatran: 

Final Results of a Japanese 

Postmarketing Surveillance Study. 

Cardiol Ther.2023 Oct 17. doi: 

10.1007/s40119-023-00333-6.
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4. Kensuke Suzuki, Hiroyuki Yokota, 

Ryoto Sakaniwa, Nobuko Endo, Miho 

Kubota, Mayumi Nakazawa, Kenji 

Narikawa,Satoo OgawaAccuracy of 

breathing and radial pulse assessment 

by non ‑ medical persons: an 

observational cross‑sectional study. 

Scientic Report

https://www.nature.com/articles/s4159

8-023-28408-3,2023

【研究分担者】

分担研究報告書参照

2) 学会発表

【研究代表者】

    なし

【研究分担者】

    分担研究報告書参照

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得

なし

2. 実用新案登録

なし

3. その他

なし
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